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資本提携先との事業協力の進捗についてのお知らせ 

 当社は、平成 23 年 12 月に資本提携契約を締結した上海徳威企業発展有限公司及びそのグルー

プ会社と、不動産関連事業の事業協力について協議を行ってまいりました。その進捗についてお

知らせいたします。 

記 

１．事業協力の進捗 

当社は上海徳威企業発展有限公司と資本提携契約締結後、以下の事業協力について協議、検討

を進めてまいりました。また、平成 24年３月の定時株主総会において、上海徳威企業発展有限公

司の董事長である呉文偉氏と董事である張平氏が当社の取締役に就任し、当社及び徳威グループ

との連携を強化してまいりました。 

 

（当社が開発・仕入をした投資用マンションを徳威グループが中国個人投資家へ販売を行う事業

協力） 

徳威グループは、平成 24年４月以降、上海の事務所等において、富裕層といわれる中国個人投

資家を集めた日本の不動産を紹介するセミナーを複数回開催するなど、当社及び当社の取引先が

情報提供した日本の不動産（主に投資用マンション）を中国の個人投資家へ紹介してまいりまし

た。徳威グループはその販促活動において、中国個人投資家の日本の不動産に対する具体的なニ

ーズを吸い上げ、それを当社にフィードバックし、当社はそのニーズに合った日本の不動産を、

徳威グループを通して中国個人投資家へ紹介してまいりました。こうした中で、具体的な商談に

進むケースも徐々に増加し、当社の取引先が紹介した投資用マンションを中国個人投資家が購入

するなど、尐しずつ成果が表れてまいりました。しかしながら、尖閣諸島の国有化に端を発した

日本と中国の関係悪化という問題が発生し、日本の不動産に対する中国個人投資家の購入意欲が

大幅に減尐することとなってまいりました。 

このような状況を踏まえまして、中国個人投資家へ日本の不動産を紹介する事業協力につきま

しては、一旦、休止することといたしました。当社といたしましては、当社が開発・仕入をする

不動産を中国の個人投資家へ販売することが可能となるのであれば、当社の販売チャネルの増加

につながり、収益向上が図れることとなりますので、日中関係の状況や中国個人投資家の動向を

確認しながら、再開の時期及び事業の進め方を徳威グループと協議を続けてまいります。 

 

（徳威グループの日本側窓口として、中国に進出する予定の日本企業に対し、事務所や駐在員の

住居などを紹介する事業協力） 

当社は平成 24年４月以降、当社ホームページに中国進出予定企業様に事務所・住居を紹介する



 

サービスを開始したことを掲載し、また、既存の取引先企業様に徳威グループの日本側窓口とし

ての立場を積極的にアピールしてまいりました。しかしながら、前述のとおり、日中関係の悪化

を受け、新たに中国に進出を予定している日本企業もその時期もしくは進出自体についてより慎

重になってきており、まだ紹介の実績はありません。その一方で、依然として日本企業の中国進

出に関しては、その意欲は失われていないものと判断し、引き続き営業活動を続けてまいります。 

 

（徳威グループが中国において投資用ワンルームマンションを企画・開発するにあたり、当社が

指導・助言を行う事業協力） 

徳威グループは、中国におけるワンルームマンション開発について調査・研究を開始しており

ます。中国の不動産開発会社及び不動産管理会社に対し当社が開発した日本のワンルームマンシ

ョン「グリフィンシリーズ」を紹介し、実際に「グリフィンシリーズ」マンションの見学も実施

しております。当社といたしましては、引き続き、徳威グループのワンルームマンション開発事

業の進捗に合わせて、助言・情報提供等の対応をしていく予定であります。 

 

（当社が日本で行うリフォーム事業の建材を徳威グループより調達する事業協力） 

徳威グループは、日本におけるリフォーム事業の建材の品質、価格等を綿密に調査し、同等の

建材を中国において調達できるかどうか検討してまいりました。中国で生産される建材は日本製

の建材と大差はないとの確認はできておりますが、中国から日本への輸送コスト及び日本での保

管コスト等を考慮いたしますと、現時点では、当社が日本製の建材を調達したほうがコストは尐

なく済むものと判断しております。引き続き、当社及び徳威グループとで、リフォーム建材の調

達方法についてあらゆる方法を検討し、より一層のリフォーム建材の調達コスト削減ができない

か検討してまいります。 

 

以上のように、当社と徳威グループとの事業協力につきましては、端緒を開いた段階であり、

当社の収益拡大に明確な成果が表れるまでには、いましばらく時間がかかるものと思われます。

しかしながら、海外で事業展開を行っている徳威グループとの事業協力を進めていくことは、当

社にとって、海外不動産取引の知識・ノウハウの取得及び様々な事業機会の獲得につながるもの

であり、当社の収益拡大の礎になるものと考えております。 

 

２.今後の見通し 

本件の徳威グループとの事業協力につきましては、平成 24 年 12 月期の通期業績予想に与える

影響はありません。 

 

以 上 


